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第１節 サービス利用量・給付費の推移と推計 
 

厚生労働省が運営する情報システム「地域包括ケア見える化システム」を用いて、平成

30年度から令和２年度における要介護認定者数、介護サービスの月平均利用人数・利用回

数（日数）および給付費の動向をふまえ、令和３年度から令和５年度および令和７年度に

おけるサービスの利用人数等を、次のとおり見込みます。 
  

１ サービス利用量 
 

〔介護給付〕 

 

 
実績 見込み 推計 

平成 

30 年度 
(2018) 

令和 

元年度 
(2019) 

令和 

２年度 
(2020) 

令和 

３年度 
(2021) 

令和 

４年度 
(2022) 

令和 

５年度 
(2023) 

令和 

７年度 
(2025) 

（１）居宅サービス 

 

訪問介護 
回／月 567.1 757.6 793.1 793.1 793.1 793.1 793.1 

人／月 39 43 43 43 43 43 43 

訪問入浴介護 
回／月 22 5 5 14.1 14.1 14.1 14.1 

人／月 4 2 1 3 3 3 3 

訪問看護 
回／月 158.9 140.3 191.3 155.0 167.0 178.1 202.3 

人／月 27 29 31 31 33 35 37 

訪問リハビリテーション 
回／月 218.7 165.5 84.8 174.3 174.3 186.0 200.0 

人／月 20 15 8 16 16 17 18 

居宅療養管理指導 人／月 75 86 90 90 90 90 91 

通所介護 
回／月 1,526.7 1,555.2 1,541.3 1,620.0 1,631.5 1,643.0 1,663.0 

人／月 143 141 131 143 144 145 146 

通所リハビリテーション 
回／月 208.8 217.6 243.8 261.6 261.6 261.6 254.4 

人／月 28 29 28 33 33 33 32 

短期入所生活介護 
日／月 350.1 350.3 243.7 332.2 323.8 315.4 339.1 

人／月 46 47 35 44 43 42 45 

短期入所療養介護（老健） 
日／月 27.0 22.9 34.0 73.7 96.2 118.7 118.7 

人／月 3 4 5 10 13 16 16 

短期入所療養介護（病院等） 
日／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人／月 0 0 0 0 0 0 0 

短期入所療養介護（介護医療院） 
日／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人／月 0 0 0 0 0 0 0 

福祉用具貸与 人／月 169 175 176 184 190 196 196 

特定福祉用具購入費 人／月 3 3 1 4 4 4 4 

住宅改修費 人／月 3 2 2 2 2 2 2 

特定施設入居者生活介護 人／月 4 5 6 6 6 6 7 
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実績 見込み 推計 

平成 
30 年度 

(2018) 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
７年度 

(2025) 

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

夜間対応型訪問介護 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 
回／月 274.8  244.5  294.8  289.6  289.6  301.0  300.2  

人／月 22  21  24  24  24  25  25  

認知症対応型通所介護 
回／月 342.9  341.7  370.3  407.1  407.1  407.1  408.0  

人／月 31  29  30  30  30  30  31  

小規模多機能型居宅介護 人／月 21  19  19  23  23  23  25  

認知症対応型共同生活介護 人／月 24  24  24  34  34  34  34  

地域密着型特定施設入居者生活介護  人／月 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  人／月 0  0  0  0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

（３）施設サービス 

 介護老人福祉施設 人／月 39  40  40  44  48  49  49  

介護老人保健施設 人／月 49  47  41  47  49  51  51  

介護医療院 人／月 0  0  0  3  3  3  4  

介護療養型医療施設 人／月 3  3  1  1  1  1  ― 

（４）居宅介護支援 人／月 251  248  237  240  243  246  256  
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〔介護予防給付〕 

 

 
実績 見込み 推計 

平成 
30 年度 

(2018) 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
７年度 

(2025) 

（１）介護予防サービス 

 
介護予防訪問入浴介護 

回／月 0.0  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

 
介護予防訪問看護 

回／月 13.3  12.0  11.2  21.6  21.6  21.6  21.6  

 人／月 2  2  4  4  4  4  4  

 
介護予防訪問リハビリテーション 

回／月 14.3  16.3  9.6  14.2  14.2  14.2  14.2  

 人／月 2  2  2  2  2  2  2  

 介護予防居宅療養管理指導 人／月 4  5  5  6  6  6  6  

 介護予防通所リハビリテーション 人／月 18  22  38  42  44  46  47  

 
介護予防短期入所生活介護 

日／月 0.9  1.3  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護 

（老健） 

日／月 0.0  0.3  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護 

（病院等） 

日／月 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護 

（介護医療院） 

日／月 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防福祉用具貸与 人／月 38  45  58  74  88  105  105  

 特定介護予防福祉用具購入費 人／月 1  1  1  1  1  1  1  

 介護予防住宅改修 人／月 1  0  1  2  2  2  2  

 介護予防特定施設入居者生活介護 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

（２）地域密着型介護予防サービス 

 
介護予防認知症対応型通所介護 

回／月 0.0  1.3  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

 介護予防小規模多機能型居宅介護 人／月 2  2  1  2  2  2  2  

 介護予防認知症対応型共同生活介護 人／月 0  0  0  0  0  0  0  

（３）介護予防支援 人／月 49  57  61  69  73  75  78  
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２ サービス給付費 
 

〔介護給付〕 
単位：千円 

 
実績 見込み 推計 

平成 

30 年度 

(2018) 

令和 

元年度 

(2019) 

令和 

２年度 

(2020) 

令和 

３年度 

(2021) 

令和 

４年度 

(2022) 

令和 

５年度 

(2023) 

令和 

７年度 

(2025) 

（１）居宅サービス 

 訪問介護 21,034  25,207  25,572  25,729  25,743  25,743  25,743  

訪問入浴介護 3,110  722  543  1,867  1,868  1,868  1,868  

訪問看護 9,838  9,343  11,670  11,035  12,140  12,868  15,535  

訪問リハビリテーション 7,749  5,943  3,076  6,345  6,348  6,789  7,285  

居宅療養管理指導 4,366  5,003  5,241  5,230  5,233  5,233  5,289  

通所介護 148,401  152,356  152,414  160,835  162,047  163,169  163,590  

通所リハビリテーション 17,430  17,151  18,547  19,812  19,823  19,823  19,355  

短期入所生活介護 34,363  35,681  25,512  34,431  33,522  32,593  35,033  

短期入所療養介護（老健） 3,627  2,759  4,233  9,403  12,236  15,063  15,063  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  0  0  

短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 27,813  29,000  28,574  29,591  30,520  31,449  31,449  

特定福祉用具購入費 808  775  211  964  964  964  964  

住宅改修費 2,413  1,938  1,047  1,047  1,047  1,047  1,047  

特定施設入居者生活介護 9,602  11,112  14,129  14,216  14,224  14,224  16,550  

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0  0  0  0  0  0  0  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 28,620  24,243  29,182  28,637  28,652  29,547  29,228  

認知症対応型通所介護 45,037  44,413  48,807  54,282  54,312  54,312  53,654  

小規模多機能型居宅介護 41,219  37,181  35,276  45,565  45,590  45,590  49,735  

認知症対応型共同生活介護 71,759  72,461  80,437  115,287  115,351  115,351  115,351  

地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  0  0  0  0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  0  0  

（３）施設サービス 

 介護老人福祉施設 111,318  118,955  121,969  136,927  149,635  152,859  152,859  

介護老人保健施設 159,708  154,110  143,200  164,759  171,596  179,140  179,140  

介護医療院 0  0  0  13,641  13,649  13,649  18,768  

介護療養型医療施設 11,670  13,409  4,130  4,155  4,157  4,157  ― 

（４）居宅介護支援 44,330  43,341  42,260  42,724  43,241  43,792  45,497  

合計 804,211  805,103  796,029  926,482  951,898  969,230  983,003  

※各サービスの給付費には端数が含まれるため、合計と一致しない場合があります。  
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〔介護予防給付〕 

単位：千円 

 
実績 見込み 推計 

平成 
30 年度 

(2018) 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
７年度 

(2025) 

（１）介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 0  8  0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 868  629  393  1,318  1,319  1,319  1,319  

介護予防訪問リハビリテーション 491  569  334  512  512  512  512  

介護予防居宅療養管理指導 197  268  281  343  343  343  343  

介護予防通所リハビリテーション 7,025  8,961  16,479  18,292  19,266  20,230  20,496  

介護予防短期入所生活介護 71  116  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（老健） 0  44  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 2,376  2,889  4,528  5,721  6,808  8,121  8,121  

特定介護予防福祉用具購入費 179  162  230  230  230  230  230  

介護予防住宅改修 1,318  609  713  1,426  1,426  1,426  1,426  

介護予防特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  0  0  

（２）地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 0  135  0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 1,349  1,153  760  1,528  1,529  1,529  1,529  

介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  0  0  0  0  

（３）介護予防支援 2,656  3,081  3,297  3,776  3,995  4,102  4,266  

合計 16,530  18,623  27,014  33,146  35,428  37,812  38,242  
  
※各サービスの給付費には端数が含まれるため、合計と一致しない場合があります。 
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第２節 サービス基盤整備の方向 
 

第８期計画期間における町内の「施設・居住系サービス」および「地域密着型施設・居

住系サービス」基盤の新たな整備はありませんが、町内の介護老人福祉施設内の短期入所

生活介護６床分を介護老人福祉施設に転換することにより、施設サービスのニーズに対応

していきます。 

 

施設・居住系サービスの整備量 
 

 

実績値と目標値 

第７期計画末 
第８期計画内 

整備目標 

第８期計画末 

（見込み） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）（※） 54 床 6 床 60 床 

介護老人保健施設 0 床 0 床 0 床 

介護医療院 0 床 0 床 0 床 

介護療養型医療施設 0 床 0 床 0 床 

特定施設入居者生活介護 0 床 0 床 0 床 

 

（地域密着型）施設・居住系サービスの整備量 
 

 

実績値と目標値 

第７期計画末 
第８期計画内 

整備目標 

第８期計画末 

（見込み） 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 床 0 床 0 床 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 床 0 床 0 床 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）（※）  ４施設 36 床 0 床 ４施設 36 床 

 

※ 特別養護老人ホームおよび認知症高齢者グループホームの一部の施設については、本町と東近江市が共同で整備した

経緯から、両市町で概ね半数ずつの利用となるよう調整しています。 
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第３節 第１号被保険者保険料の設定 
 

令和３年度から令和５年度における介護保険給付費をもとに、第１号被保険者保険料を

次のとおり設定します。 

 

１ 保険料収納必要額と基準保険料 
 

介護保険サービスの総給付費と地域支援事業費等を合算した総事業費は、３年間で約

32億円となります。この 23％が第 1号被保険者負担分相当額となりますが、自治体の財

政力に応じた調整交付金（国費）の交付額、介護給付費準備基金取崩額および予定保険

料収納率を想定した結果、第８期計画期間における第１号被保険者保険料収納必要額は

約８億円と見込みます。 

保険料収納必要額を、第１号被保険者数の補正値（所得段階により保険料基準額に対

する割合が異なるため、所得段階別の人数で補正した被保険者数）で割ることにより算

定した基準保険料は、年額 74,400円（月額 6,200円）となります。 

なお、介護給付費準備基金は 6,070 万円を取り崩し、保険料の上昇を 472 円抑制する

算定としています。 

 

総事業費と基準保険料額の算出 
単位：円 

 
合計 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

標準給付費見込額 a=b+c+d+e+f 3,064,244,798  996,757,182  1,023,509,891  1,043,977,725  

 

総給付費 b 2,953,996,000  959,628,000  987,326,000  1,007,042,000  

特定入所者介護サービス費等給付額 c 55,309,920  19,062,859  17,958,461  18,288,600  

高額介護サービス費等給付額 d 44,044,705  14,505,280  14,598,823  14,940,602  

高額医療合算介護サービス費等給付額 e 7,957,496  2,602,340  2,646,598  2,708,558  

算定対象審査支払手数料 f 2,936,677  958,703  980,009  997,965  

地域支援事業費 g=h+i+j 147,204,000  49,068,000  49,068,000  49,068,000  

 

介護予防・日常生活支援総合事業費 h 47,826,000  15,942,000  15,942,000  15,942,000  

包括的支援事業（地域包括支援センターの

運営）および任意事業費 
i 63,603,000  21,201,000  21,201,000  21,201,000  

 包括的支援事業（社会保障充実分） j 35,775,000  11,925,000  11,925,000  11,925,000  

総事業費 k=a+g 3,211,448,798  1,045,825,182  1,072,577,891  1,093,045,725  

第 1 号被保険者負担分相当額 l=k*23% 738,633,224  240,539,792  246,692,915  251,400,517  

調整交付金（国費）相当額 m=(a+h)*5% 155,603,540  50,634,959  51,972,595  52,995,986  

調整交付金（国費）見込額 n=(a+h)*p 36,422,000  13,975,000  11,954,000  10,493,000  

調整交付金見込額と調整交付金相当額の差額 o=m-n 119,181,540  36,659,959  40,018,595  42,502,986  

調整交付金見込交付割合 p 

 

1.38% 1.15% 0.99% 

 
後期高齢者加入割合補正係数 

 
1.0770  1.0858  1.0928  

 所得段階別加入割合補正係数 1.0746  1.0751  1.0746  

介護給付費準備基金取崩額 q 60,700,000     

保険料収納必要額 r=l+o-q 797,114,764   

予定保険料収納率 s 99.0%  

保険料収納必要額（未収納額を見込んだ額） t=r/s 805,166,428  

所得段階別加入割合補正後第 1号被保険者数（弾力化後）（人） u 10,822 3,581 3,606 3,635 

基準保険料額（年額） v=t/u 74,400  

基準保険料額（月額） w=v/12 6,200  

※各費用の見込みには端数が含まれるため、計算式と一致しない場合があります。 
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２ 各所得段階別の保険料 
 

介護保険料は、所得段階別に保険料率を定めます。本町では、第７期計画まで、所得

段階を国の標準段階である９段階に設定してきましたが、第８期計画は、負担能力に応

じた保険料率を設定するため 12段階に細分化します。 

所得段階区分や保険料率は、第１段階から第９段階まではこれまでの区分・料率を原

則とし、第 10 段階から第 12 段階までは、各段階の対象範囲が概ね均等となるよう設定

します。 

なお、合計所得金額は、第７段階と第８段階、第８段階と第９段階において、国の基

準がそれぞれ 200万円から 210万円、300万円から 320万円に変更されます。 

 

所得段階別介護保険料 
 

課税状況 
所得段階 

区分 
所得段階別対象者 保険料率 

保険料年額 

（月額） 

本
人
が
住
民
税
非
課
税 

世
帯
全
員
が 

住
民
税
非
課
税 

第１段階 
・生活保護被保護者 

・老齢福祉年金受給者 

・公的年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下 
0.5 

37,200 円 

(3,100 円) 

第２段階 ・公的年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円超 120 万円以下 0.75 
55,800 円 

（4,650 円） 

第３段階 ・公的年金収入額と合計所得金額の合計が 120 万円超 0.75 
55,800 円 

（4,650 円） 

住
民
税
課
税
の 

世
帯
員
が
い
る 

第４段階 ・公的年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円以下 0.90 
66,960 円 

（5,580 円） 

第５段階 

（基準額） 
・公的年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円超 1.00 

74,400 円 

（6,200 円） 

本
人
が
住
民
税
課
税 

第６段階 ・合計所得金額が 120 万円未満 1.20 
89,280 円 

（7,440 円） 

第７段階 ・合計所得金額が 120 万円以上 210 万円未満 1.30 
96,720 円 

（8,060 円） 

第８段階 ・合計所得金額が 210 万円以上 320 万円未満 1.50 
111,600 円 

（9,300 円） 

第９段階 ・合計所得金額が 320 万円以上 420 万円未満 1.70 
126,480 円 

（10,540 円） 

第 10 段階 ・合計所得金額が 420 万円以上 620 万円未満 1.80 
133,920 円 

（11,160 円） 

第 11 段階 ・合計所得金額が 620 万円以上 820 万円未満 1.90 
141,360 円 

（11,780 円） 

第 12 段階 ・合計所得金額が 820 万円以上 2.00 
148,800 円 

（12,400 円） 

※現時点（令和３年３月時点）での法制度を前提としており、今後の改定等を受けて変更となる可能性があります。 
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第８期第１号被保険者保険料基準額の算定フロー図 

 

１ 保険料収納必要額の算定（３年分） 

第１号被保険者負担分相当額 

738,633,224 円 

＋ 

調整交付金（国費）相当額 

155,603,540 円 

－ 

調整交付金（国費）見込額 

36,422,000 円 

＋ 

財政安定化基金拠出金見込額 

0 円 

＋ 

財政安定化基金償還金 

0 円 

－ 

介護給付費準備基金取崩額 

60,700,000 円 

＝ 

保険料収納必要額 

797,114,764 円 

 
 

２ 基準保険料額の算定 

保険料収納必要額 

797,114,764円 

÷ 

予定保険料収納率 

99.0％ 

÷ 

補正後第１号被保険者数 10,822人（令和３～５年度を合算） 
 

※補正後第１号被保険者数は、第１号被保険者数10,011人の各所得段階別人数に各所得段

階の保険料率に乗じて合算したものです。 

＝ 

基準保険料額 

年額 74,400円 月額6,200円 
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３ 将来の保険料 
 

団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度および全国的に高齢者数がピークを迎える

令和 22年度の基準保険料についても、地域包括ケア見える化システムで暫定的に推計し

た結果、令和７年度は、年額 84,300円程度（月額 7,028円）、令和 22年度では、年額 106,500

円程度（月額 8,872円）となっています。 

高齢者の増加により、介護保険料の上昇はやむを得ないものの、将来にわたって、住

民、行政協働による介護予防や健康づくりの取組を推進することで、将来の介護保険料、

社会保障費の負担増を軽減できるよう、より効果的な施策の推進に努めます。 

 

令和 22年度までの保険料の暫定推計結果 
 

  令和 

７年度 

（2025） 

令和 

12 年度 

（2030） 

令和 

17 年度 

（2035） 

令和 

22 年度 

（2040） 

要介護認定者数（人） 645  744  832  885  

介護給付費 

（百万円） 

（１）在宅サービス 500 578 645 706 

（２）居住系サービス 132 132 137 140 

（３）施設サービス 351 367 423 460 

予防給付費（百万円） 38 43 46 46 

給付費合計（介護＋予防） （百万円） 1,021 1,120 1,251 1,352 

月額基準保険料（円） 7,028  7,763  8,418  8,872  

 

 

 

 

 

 

  




